
 
  

要配慮者利用施設ＢＣＰ策定講習会を 

開催します！ 
 

要配慮者利用施設※は、災害時に利用者や職員の生命を守ることはもちろん、利用者へ

の支援が途切れないよう準備しておくことが必要です。 

 そこで、災害発生直後の応急業務に加え、中断できない業務や早期の復旧を必要とす

る業務（非常時優先業務）を実施するため、必要な資源（人員、事業所、資機材等）の

確保や対策を定める事業継続計画（ＢＣＰ）の具体的な策定方法を学ぶ講習会を開催し

ます。本講習会に参加すれば、自施設のＢＣＰ（第１版）が完成しますので、是非、御

参加ください。 

※要配慮者利用施設：老人福祉施設、障害者支援施設、児童福祉施設等 

 

 

 

講 師  一般社団法人 福祉防災コミュニティ協会 代表理事 鍵屋
か ぎ や

 一
はじめ

 氏 

            ※講師が急遽変更する場合があります。 

        

 

 

 

 

場 所  名古屋大学減災館 １階 減災ホール 

（名古屋市千種区不老町） 
     名古屋市営地下鉄名城線「名古屋大学」駅下車 徒歩約５分 

※駐車場がありませんので、公共交通機関を御利用ください。 

 

定 員  68 名（事前申込制・先着順） 

 

対象者  県内の要配慮者利用施設職員など 

 

参加料  無料。ただし。テキストとして、「福祉施設の事業継続計画 

（ＢＣＰ）作成ガイド」（定価：1,800 円（税別））を購入 

し、講習会当日に持参してください。 

東京官書普及㈱ https://www.tokyo-kansho.co.jp/asp/book/top/ 

 

主 催 あいち・なごや強靱化共創センター 

共 催 愛知県、名古屋市、名古屋大学 

協 力 一般社団法人福祉防災コミュニティ協会 

１日目： 平成 31 年２月 １日（金）午後１時 30 分から午後５時 10 分まで 

２日目： 平成 31 年２月 26 日（火）午後１時 30 分から午後４時 40 分まで 

※必ず２日間受講してください。ただし、同じ施設内の職員が交代して参加することは可能です。 

※受付は両日とも午後１時から開始します。 

参加無料 

本講習会に参加すれば、自施設のＢＣＰ（第1版）が完成します！ 

1956 年秋田県生まれ。早稲田大学法学部卒業後、板橋区役所入区。防

災課長、板橋福祉事務所長、福祉部長、危機管理担当部長（兼務）、

議会事務局長を経て 2015 年 3月退職。             

2015 年 3 月京都大学博士（情報学）。2015 年 4 月跡見学園女子大学教

授、法政大学大学院、名古屋大学大学院兼任講師、内閣府「災害時要

援護者の避難支援に関する検討会委員」など。 

日 時 
 



内 容  ＜１日目＞   

【講義】 

・過去の大災害と教訓、災害イメージ（要配慮者と福祉事業者）、福祉施設Ｂ

ＣＰの現状 

【演習（グループワーク）】 

・過去の災害における課題及び解決策を討議、気づきを共有し、知識を深め

る。 

【講義】 

・ＢＣＰの作成方法をひな型で説明（※ＢＣＰのひな型を電子データで提供） 

（約３週間）各施設において、他の職員にも参加してもらいながら、自らの施

設のＢＣＰ素案を作成（２日目の研修に持参いただきます） 

＜２日目＞   

【講義】 

・１日目の振り返り、ＢＣＰ作成の重要ポイント 

【演習（グループワーク）】 

・持ち寄った各施設のＢＣＰ素案を使い、作成にあたっての課題、困りごと

等を共有し、ＢＣＰの完成度を高める。 
【講義】 

・初動対応スターターキット（※）とＢＣＰレベルアップの紹介 
※災害時の福祉避難所の開設から運営までの実施計画と必要物品をまとめたもの。 

・まとめ（※ＢＣＰ第１版が完成） 
 
申込方法   以下のＷｅｂ上の参加申込フォーム又はＦＡＸのいずれかでお申し込み 

ください。参加決定通知は行いません。定員を超過した場合に限り、御参加 

いただけない方へ御連絡します。 

なお、申込の受付は、ニッコアイエム㈱に委託して行っています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

   ■要配慮者利用施設ＢＣＰ策定講習会 参加申込書 （ＦＡＸ：052-321-0220） 

ふ り が な  

所属  
施設・団体名  

参加者 役職  
ふ り が な  

氏名  

所在地 
〒    － 

 

ＴＥＬ （    ）   － ＦＡＸ （    ）   － 

E－mail  

今後の防災講習会等の御案内 希望する ・ 希望しない 

※参加申込みに関する個人情報は、本事業以外の目的には使用しません。 
※参加申込書は、Web ページ（https://www.kyoso-seminar.com）からもダウンロードできます。 
※複数名参加される場合はお手数ですが、本紙をコピーしてお使いください。 
 
本件へのお問合せ先： あいち・なごや強靱化共創センター 

電話：052-747-6979  Ｅメール：kyoso@gensai.nagoya-u.ac.jp 

・参加申込フォーム：https://www.kyoso-seminar.com 

・ＦＡＸ:参加申込書を御記入の上、ＦＡＸ送付（052-321-0220） 

【あいち・なごや強靱化共創センター】 

愛知県、名古屋市、名古屋大学が、産業界と共に、大規模災害発生時においても、愛知・ 

名古屋を中核とした中部圏の社会・経済活動が維持されるための研究開発や事業を、産学 

官が戦略的に推進するため、平成 29 年６月に設立。 


